
 

１．普通徴収切替理由書の提出について 

従業員の個人住民税につきまして、「普通徴収切替理由書」のいずれかの要件を満たす場合、普通徴収とすることができます。 

該当の場合には、必ず「普通徴収切替理由書」を提出し、個人別明細書の摘要欄に該当する符号を記入してください。 

 

２．総括表及び普通徴収切替理由書の記入のしかた 

【総括表】 

 

 

 

【普通徴収切替理由書】 

 

 

納入書について回答してください。 

普通徴収切替理由書の作成にあたっての留意事項 

  

・普Ａ：他市町村分を含むすべての従業員数のうち、下記「普 B」～「普 F」に該当する従業員数を除いた数が

２名以下の場合は「普 A」になります。１人または２人のいずれかの人数を記入してください。 

・普Ｂ：２カ所以上の事業所に勤務している従業員のうち、他の事業所で特別徴収される場合は「普Ｂ」になり

ます。（普 Bを選択した場合でも、特別徴収になることがあります。） 

・普Ｃ：毎月の給与支払額が少なく、住民税を天引きしきれない方は「普Ｃ」になります。 

また、租税条約による住民税の免除に関する届出をしている人なども「普Ｃ」になります。 

・普Ｄ：給与が支給されない月があり、税額の天引きができない可能性のある方は「普Ｄ」になります。 

パートやアルバイトの方でも、毎月給与が出る場合は、「普 D」には該当しません。 

・普Ｅ：個人事業主の事業専従者で、専従者給与を受けている方は「普Ｅ」になります。 

・普Ｆ：退職者又は５月末日までに退職予定の方、休職者（育児休業中や予定を含む）、死亡された方については

「普 F」になります。退職予定者については、退職予定日も記入してください。 

 

※複数の該当理由がある従業員の方については、該当理由のいずれか一つに人数を記入してください。 

裏面へ 

総括表及び普通徴収切替理由書等の書き方について 

株式会社 〇〇商事 
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普通徴収とする場合は、

個人別明細書の摘要欄

に該当する符号を必ず

記入してください。 

「普通徴収対象者」は、｢普

Ｆ（退職者）｣と「普Ａ～

普Ｅ（退職者以外）」の人

数を分けて記入してくだ

さい。 

「総括表」と「普通徴

収切替理由書」の普通

徴収対象者の人数が

一致しているか確認

してください。 

《個人別明細書 抜粋》 

 

 

個人事業主の方は「屋号」に

加えて、事業主の方の「氏名」

も記入してください。 

 

普 F 令和 5年 3月 31日 退職予定 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例：受給者総人員が１０人、うち館山市に６人、Ａ市に４人提出する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

普通徴収切替理由書の作成例 

 

 

この場合、普Ｂ～普Ｆに該当しない総従業員数が２人以下となるので、それぞれの「普Ａ」欄に記入 

【館山市の従業員 ６人】 

                  １人 

他の事業所で特別徴収    ＝普 B ２人 

退職者           ＝普 F ３人 

 

３．給与支払報告書の提出時のご案内 

 

下記の順に並び替えてご提出ください。館山市では副本不要です。 

 

       

       

       

       

  
 

総括表 １枚 

 個人別明細書 １人につき１枚 

（特別徴収分） 

  
 

普通徴収切替理由書 １枚 

 個人別明細書 １人につき１枚 

（普通徴収分） 

４．ｅＬＴＡＸや光ディスク等で給与支払報告書を提出する場合 

 

ｅＬＴＡＸで給与支払報告書を提出する場合は、普通徴収切替理由に該当する人のみ普通

徴収欄にチェックを入れ、摘要欄に普通徴収切替理由書の該当する符号「普Ａ～普Ｆ」を

入力してください。 

 

 

【A市の従業員 ４人】 

                  １人 

給与が少なく天引きできない ＝普C ２人 

給与の支払いが不定期    ＝普D １人 

 


